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町職員の給与などのお知らせ
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2広報みずほ　平成17年12月号

一般会計一般会計一般会計 入ったお金（歳入）入ったお金（歳入）入ったお金（歳入）

繰入金　8億800万円（6.2％）

使用料および手数料　1億9,839万円（1.5％）

繰越金　1億7,366万円（1.3％）

国庫支出金　
10億8,605万円（8.3％）

地方消費税交付金
4億4,282万円（3.4％）

地方特例交付金　1億6,472万円（1.3％）

その他の自主財源
2億7,376万円（2.1％）

【内訳】
�諸収入………… 1億4,592万円
�分担金・負担金…1億2,040万円 
�財産収入………………699万円
�寄附金…………………  45万円

国有提供施設等所在
市町村助成交付金等
6億8,879万円（5.3％）

【内訳】
�地方譲与税…………… 1億6,396万円
�地方交付税…………… 1億5,498万円
�自動車取得税交付金… 1億1,315万円
�利子割交付金………………3,563万円
�交通安全対策特別交付金…1,144万円
�株式等譲渡所得割交付金…1,956万円
�配当割交付金………………1,936万円

自主財源（自主財源（57.857.8％）％）

依存財源（42.2％）

町税の内訳

固定資産税
32億4,039万円（53.1％）

町民税
19億7,643万円（32.4％）

軽自動車税　  　4,900万円（0.8％）
町たばこ税　2億7,614万円（4.5％）
都市計画税　5億5,751万円（9.2％）

歳 入

7億9,906万円増
（前年比較）

130億7,049万円

町税
60億9,947万円
（46.7％）

都支出金
14億2,815万円
（10.9％）

町債
12億860万円
（9.2％）

その他の依存財源
4億9,808万円（3.8％）

決
算
報
告

歳
入
で
は
、
個
人
所
得
割
の
減

収
お
よ
び
土
地
評
価
額
の
下
落
に

よ
り
固
定
資
産
税
の
減
収
と
な
り

ま
し
た
が
、
企
業
業
績
の
回
復
が

み
ら
れ
法
人
税
の
増
収
と
徴
収
率

の
向
上
に
よ
り
町
税
全
体
で
は
前

年
度
に
比
べ
微
増
と
な
り
ま
し
た
。

事
業
に
対
す
る
国
や
都
の
補
助
金

等
の
確
保
に
努
め
ま
し
た
。

ま
た
、
普
通
建
設
事
業
等
に
対

す
る
基
金
か
ら
の
繰
入
金
と
地
方

債
の
借
入
金
を
増
額
し
、
歳
入
額

を
確
保
し
ま
し
た
。

歳
出
で
は
、
行
政
改
革
を
継
続

し
、
人
件
費
、
物
件
費
等
の
抑
制

と
節
約
を
図
り
、
予
算
の
適
正
な

執
行
に
努
め
ま
し
た
。
主
な
普
通

建
設
事
業
で
は
、
箱
根
ヶ
崎
東
西

自
由
通
路
等
建
設
工
事
、
防
災
行

政
無
線
屋
外
子
局
設
置
工
事
、
子

ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
改
修
等

工
事
な
ど
で
す
。
新
規
事
業
と
し

て
は
、
昨
年
１０
月
か
ら
実
施
し
た

家
庭
ご
み
の
一
部
有
料
化
お
よ
び

戸
別
収
集
事
業
、
栗
原
土
地
区
画

整
理
事
業
A
調
査
業
務
委
託
な
ど

で
す
。

問
合
せ

財
政
課

�
５
５
７
―
７
４
８
３

平
成
16
年
度

決
算
に
つ
い
て

平成16年度　決算

一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
総
額
１
３
０
億
７
０
４
９
万
円

で
、
前
年
比
６.５
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
総
額
は
１
２
８
億
８
３
１
６
万
円
で
、
前
年
比
６.５
％
増
と

な
り
、
実
質
収
支
額
１
億
８
７
３
３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
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一般会計一般会計一般会計 使ったお金（歳出）使ったお金（歳出）使ったお金（歳出）

消防費　
6億3,816万円（5.0％）

公債費
5億809万円（3.9％）

その他　2億7,951万円（2.2％）
【内訳】
蜷議会費……1億6,181万円
蜷農林水産業費…5,221万円
蜷商工費…………5,017万円
蜷諸支出金………1,532万円

性質別

目的別

維持補修費　9,219万円（0.7％）
積立金　  1億4,631万円（1.1％）
公債費　  5億0,809万円（3.9％）

歳 出

7億8,540万円増
（前年比較）

128億8,316万円

民生費民生費
3232億5,3285,328万円万円
（25.225.2％）％）

民生費
32億5,328万円
（25.2％）衛生費衛生費

1414億5,9925,992万円万円
（11.311.3％）％）

衛生費
14億5,992万円
（11.3％）

総務費総務費
1919億7,6837,683万円万円
（15.315.3％）％）

総務費
19億7,683万円
（15.3％）

土木費土木費
3131億3,7353,735万円万円
（24.424.4％）％）

土木費
31億3,735万円
（24.4％）

教育費教育費
1616億3,0023,002万円万円
（12.712.7％）％）

教育費
16億3,002万円
（12.7％）

虧社会福祉費に
蘢社会福祉協議会・心身障害者福
祉センターあゆみへの助成金
蘢心身障害者への生活扶助
蘢福祉会館・高齢者福祉センター
寿楽等の管理運営費

蘢国民健康保険・介護保険特別会
計繰出金　　　　　　　 など

虧児童福祉費に
蘢私立保育園運営委託・補助
　むさしの保育園民間委託
蘢石畑保育園・児童館・学童保育
クラブ等の管理運営費
蘢児童手当の給付　　　　 など

虧道路橋りょう費に
蘢町道34号線ほか8路線の
舗装工事
蘢交通安全施設設置工事
蘢道路維持管理費　　など

虧都市計画費に
蘢殿ヶ谷および駅西土地区
画整理事業への助成金・
繰出金、下水道特別会計
繰出金
蘢箱根ヶ崎橋上駅舎・東西
自由通路等建設工事負担
金・委託
蘢公園の維持管理費　 など

虧保健衛生費に
蘢健康診査等委託、予防接種委託
蘢福生病院組合負担金・補助金、
瑞穂斎場組合負担金　　 など

虧清掃費に
蘢西多摩衛生組合分賦金
蘢リサイクルプラザ運営費
蘢ごみ収集等委託、資源物回収等
委託　　　　　　　 　  など

虧教育総務費に
蘢羽村･瑞穂学校給食組合負担金
蘢要保護等児童生徒就学援助

など
虧小学校・中学校費に
蘢各小中学校のコンピュータ借
上、教材消耗品・備品等の教育
振興や施設維持管理
蘢五小除湿温度保持機能復旧第
2期工事　　　　　　  など

虧社会教育費に
蘢社会教育・生涯学習・文化財保
護事業
蘢図書館・ビューパーク・耕心館
の管理運営費　　　　　など

虧保健体育費に
蘢スポーツ振興や各施設の維持
管理および工事費　　　など

普通建設事業費
31億5,206万円 

（24.5％）

人件費　
20億5,805万円

（16.0％）

補助費
20億622万円

（15.6％）

物件費
18億6,290万円

（14.5％）

繰出金
16億6,789万円 

（12.9％）

扶助費
13億8,945万円 

（10.8％）

虧総務管理費に
蘢町の財産の管理、基金積立、地区会館
やスポーツ広場の維持管理費
蘢電算処理費
蘢駅前自転車等駐車場建設工事　など
虧徴税費に
虧地籍調査費に

【
公
債
費
】

町
の
借
金
で
あ
る
町
債
に
対
す
る

毎
年
度
の
元
金
の
償
還
と
、
利
子
の

支
払
い
に
要
す
る
経
費

【
積
立
金
】

年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整

す
る
た
め
や
公
共
施
設
建
設
の
た
め

の
基
金
な
ど
へ
の
積
立
金

【
扶
助
費
】

社
会
保
障
制
度
の
一
環
と
し
て
、

高
齢
者
、
児
童
、
心
身
障
害
者
な
ど

を
援
助
す
る
た
め
の
経
費

【
繰
出
金
】

国
民
健
康
保
険
・
介
護
保
険
事
業

や
下
水
道
事
業
会
計
な
ど
に
対
し
、

支
出
さ
れ
る
経
費

【
物
件
費
】

賃
金
、
旅
費
、
消
耗
品
費
、
燃
料
費
、

光
熱
水
費
、
委
託
料
、
備
品
購
入
費

な
ど

【
補
助
費
】

町
民
や
団
体
な
ど
が
行
う
事
業
に

対
す
る
助
成
金
や
、
西
多
摩
衛
生
組

合
や
福
生
病
院
組
合
な
ど
の
一
部
事

務
組
合
へ
の
負
担
金
な
ど

【
人
件
費
】

職
員
・
特
別
職
の
給
与
や
退
職

金
、
町
議
会
議
員
や
各
委
員
会
の
委

員
に
支
給
さ
れ
る
報
酬
な
ど

【
普
通
建
設
事
業
費
】

ビ
ュ
ー
パ
ー
ク
競
技
場
改
修
等
工

事
、
二
小
ト
イ
レ
改
修
等
工
事
な
ど

の
建
設
事
業
に
要
す
る
経
費

用
語
解
説

平成16年度　決算
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￥

￥

町が使ったお金（支出額）

38万円

町民1人あたりでは
平成16年度の決算

9万6,000円

4万3,000円

5万8,000円

総合福祉対策に

健康管理や環境衛生に

地域振興・町有財産管理に

1万5,000円 8,000円
借金の返済に その他

9万3,000円

4万8,000円

1万9,000円

道路・公園等の整備に

教育・文化事業に

災害対策に

町に納められたお金（町税負担額）

18万円

※負担額は町税を、支出額は一般会計歳出総額を、
平成17年3月31日現在の人口（33,899人）で割っ
た金額です。

29億2,991万円

  3億6,901万円

13億6,293万円

16億9,649万円

11億8,758万円

　　 4,563万円

27億9,960万円（  95.6%）

  3億6,901万円（100.0%）

13億6,563万円（100.2%）

16億9,649万円（100.0%）

11億7,342万円（  98.8%）

　　 4,313万円（  94.5%）

27億0,747万円（092.4%）

  3億6,578万円（099.1%）

13億3,667万円（098.1%）

16億9,649万円（100.0%）

11億7,091万円（098.6%）

　　 4,313万円（094.5%）

国 民 健 康 保 険

駅西土地区画整理事業

下　水　道　事　業

老 人 保 健 医 療

介 　 護 　 保 　 険

受 託 水 道 事 業

会　　計　　別　　　　予　算　額　　  　  収入済額（収入率）　　　　支出済額（執行率）　
特
別
会
計

特
別
会
計

特
別
会
計

●土地　　　　45万2,309㎡

●建物　　　　 8万2,023㎡

●基金総額　87億3,436万円

【内訳】

�公共施設建設基金……………44億7,160万円

�財政調整基金…………………17億3,403万円

�減債基金……………………… 5億2,797万円

�総合体育施設建設基金……… 5億2,377万円

�土地開発基金………………… 4億9,641万円

�社会福祉基金………………………4億5,373万円

�まちづくり振興基金……………… 1億7,612万円

�瑞穂斎場周辺整備基金…………… 1億4,198万円

�緑の基金…………………………… 1億　 22万円

�西部地区公共施設整備基金………… 6,479万円

�介護給付費準備基金………………… 3,894万円

�国民健康保険高額療養費貸付基金…… 300万円

�国民健康保険基金……………………… 180万円

町
の
財
産

町債の現在高 ●一般会計事業債　54億4,435万円　　　　●下水道事業債　39億8,911万円

平成16年度　決算
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　平成17年度一般会計予算は、当初116億7,230万円
でスタートしました。これに3回の補正を行い、現在の
予算現額となっています。

一般会計
116億9,097万円

予算額 入ったお金（収入済額）　　出たお金（支出済額）項目別

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

消防費

公債費

議会費

農林水産業費

商工費

その他

0 5 10 15 20 35

町税

都支出金

地方消費税交付金

地方特例交付金

繰越金

国庫支出金

使用料・手数料

分担金・負担金

その他

地方譲与税

繰入金

0 5 10 15 60

予算額 収入済額

予算額 支出済額

5959億5,8315,831万円万円

　1313億9,7749,774万円万円

　4億1,6001,600万円万円

1億8,7338,733万円万円

1億7,4307,430万円万円

2億2,1002,100万円万円

2億2,1312,131万円万円

6億5,1965,196万円万円

1億2,3172,317万円万円

6億7,5497,549万円万円

1616億6,4366,436万円万円

59億5,831万円

　13億9,774万円

　4億1,600万円

1億8,733万円

1億7,430万円

2億2,100万円

2億2,131万円

6億5,196万円

1億2,317万円

6億7,549万円

16億6,436万円

3434億3,6183,618万円万円

1818億2,1012,101万円万円

1616億   842万円万円

1414億6,5806,580万円万円

1818億6,5486,548万円万円

5億8,3588,358万円万円

4億5,7465,746万円万円

1億6,6026,602万円万円

5,6845,684万円万円

7,6837,683万円万円

1億5,3355,335万円万円

34億3,618万円

18億2,101万円

16億   842万円

14億6,580万円

18億6,548万円

5億8,358万円

4億5,746万円

1億6,602万円

7,683万円

5,684万円

1億5,335万円

1616億1,3301,330万円万円

6億8,2068,206万円万円

6億5,9905,990万円万円

6億1,0291,029万円万円

3億9,6179,617万円万円

2億6,5826,582万円万円

1億4,2264,226万円万円

7,7787,778万円万円

2,0472,047万円万円

2,2342,234万円万円

0万円万円

16億1,330万円

6億8,206万円

6億5,990万円

6億1,029万円

3億9,617万円

2億6,582万円

1億4,226万円

7,778万円

2,234万円

2,047万円

0円

3434億5,0245,024万円万円

3億5,6545,654万円万円

2億2,6122,612万円万円

1億8,7338,733万円万円

1億7,4307,430万円万円

8,8218,821万円万円

8,3988,398万円万円

6,4386,438万円万円

5,1385,138万円万円

3,7483,748万円万円

1億   916万円万円

34億5,024万円

3億5,654万円

2億2,612万円

1億8,733万円

1億7,430万円

8,821万円

8,398万円

6,438万円

5,138万円

3,748万円

1億   916万円

収入収入収入
収入済総額収入済総額
4848億2,9122,912万円万円
（41.341.3％）％）

収入済総額
48億2,912万円
（41.3％）

支出支出支出
支出済総額支出済総額
4444億9,0399,039万円万円
（38.438.4％）％）

支出済総額
44億9,039万円
（38.4％）

平
成
１７
年
度
の

財
政
執
行
状
況
（
９
月
３０
日
現
在
）

予
算
を
使
っ
て
い
る
う
ち
に
、
当
初
予
算
で

見
込
ま
な
か
っ
た
経
費
や
事
業
の
追
加
、
削
減

等
の
変
動
が
起
こ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
お
金
の

使
い
方
を
６
月
・
９
月
・
１２
月
・
３
月
の
議
会

で
修
正
（
補
正
予
算
）
し
ま
す
。
そ
の
途
中
経
過

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

●土地　　　　45万2,466㎡ 
●建物　　　　  8万1,531㎡
●基金総額　87億3,436万円

町の財産

町債

●一般会計事業債
53億3,885万円

●下水道事業債
38億4,484万円

特別会計

国民健康保険会計

駅西土地区画
整理事業会計

下水道事業会計

老人保健医療会計

介 護 保 険 会 計

殿 ヶ 谷 財 産 区

石 畑 財 産 区

箱根ヶ崎財産区

長 岡 財 産 区

予算額 収入済額 支出済額

28億2,589万円

8億8,118万円

11億6,792万円

17億2,723万円

12億7,925万円

1億8,627万円

3億3,582万円

2億3,769万円

647万円

13億1,682万円

5,323万円

3億9,920万円

7億3,286万円

5億5,138万円

1億8,619万円

3億2,994万円

2億3,571万円

647万円

(46.6%)

(  6.0%)

(34.2%)

(42.4%)

(43.1%)

( 100%)

(98.2%)

(99.2%)

( 100%)

12億3,066万円

4,039万円

3億6,522万円

7億   956万円

5億2,003万円

397万円

855万円

511万円

13万円

(43.5%)

(  4.6%)

(31.3%)

(41.1%)

(40.7%)

 ( 2.1%)

 ( 2.5%)

 ( 2.1%)

 ( 2.0%)

（ ）内は予算額に対する割合

問
合
せ
　
財
政
課

�
５
５
７
―
７
４
８
３
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（各年4月1日現在）（2）定員の状況（部門別職員数の状況）

（注）職員数は一般職に属する職員数であり､地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

一

般

行

政

部

門

特
別
行
政

部
　
　
門

公
営
企
業
等

会
計
部
門

普通会計計

合　　計

部　門 平成16年 平成17年 増員数 減員数 差引 主な増減理由

区　分 職員数 平成16年と17年の比較増減状況

（平成17年4月1日現在）
（8）特別職等の給料・報酬および期末手当の状況

議　　　　　長　  420,000円　　　9,000円

副　　議　　長　  360,000円　　　7,000円

委員長（常任・議運・特別）　  350,000円　　　7,000円

議　　　　　員　  340,000円　　　6,000円

  6月期　2.05月分
12月期  2.10月分
  3月期　0.25月分
   計　　4.40月分

役 職 名 給料月額等 減額措置（月額） 期末手当（16年度支給割合）

問合せ　総務課　薑557―7492

町　　　　　長　  790,000円　　 17,000円

助　　　　　役　  690,000円　　 14,000円

収　　入　　役　  660,000円　　 13,000円

　服務とは、職員が職務を行うことをいい、地方公務員法では服務の根
本基準を「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務
し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力を挙げてこれに専念しなけれ
ばならない」と定めています。この根本基準の具体的な規定として、地
方公務員法には以下のことが定められています。

「服務の宣誓」「法令等および上司の職務上の命令に従う義務」
「信用失墜行為の禁止」「秘密を守る義務」「職務に専念する義務」
「政治的行為の制限」「争議行為等の禁止」「営利企業等の従事制限」

（1）一般職員の勤務時間の状況（標準例）およ
　  び年次有給休暇取得日数
　　蜷1週間の勤務時間…40時間
　　蜷1日の勤務時間………8時間
　　蜷勤務時間…午前8時30分から午後5時15分
　　蜷年次有給休暇取得状況（1人当たり年間）
　　　…平均取得日数11.3日、消化率28.9％

（2）育児休業の取得状況
　　　平成16年度の取得者は、10人（すべて女性職員）
　　でした。

　分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行われる処分で、公務能率の維持を目的としています。
　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処分で、公務における規律と秩序を維持することを目的とし
ています。平成16年度における分限・懲戒処分はありませんでした。

（1）採用職員と退職職員数
　　平成16年度における採用者はなく、退職者は17人でした。

  6月期　1.45月分
12月期  1.75月分
  3月期　0.20月分
   計　　3.40月分

（注）平成16年7月から18年3月までは、減額措置（月額）を　給料月額
　　 等から差し引いて支給します。

2．職員の勤務時間、その他勤務条件の状況

4．職員の勤務成績の評定状況
　勤務評定は、職員の日常の勤務状況を通じて、
その実績、能力や態度などを客観的に評価し、給
料や昇進、配置、能力開発など、人事管理に反映
させるものです。国および地方公務員の給与構造
も、これまでの年功序列型から能力、実績主義へ
と変革してきています。町では、毎年１回、定期
的に全職員の勤務評定を実施しています。

6．職員の任免と職員数に関する状況

議　　会　　 　 4　　　 　4　　　0　　　　　0　　　0

総務企画　　  55　　　 55　　　1　　　△1　　　0 　  企画課国際化・協働推進担当主査新設、企画課企画係欠員不補充

税　　務　　  18　　　 18　　　0　　　　　0　　　0 

民　　生　　  40　　　 38　　　2　　　△4　　 △2 　  福祉課子ども家庭支援センター係新設、高齢者福祉課高齢者福祉センターを指定管理者制度で運営、福祉課欠員不補充2名

衛　　生　　  19　　　 18　　　0　　　△1　　 △1 　  保健課健康管理係欠員不補充

農林水産　　 　 6　　　 　6　　　0　　　　　0　　　0

商　　工　　 　 3　　　 　3　　　0　　　　　0　　　0

土　　木　　  27　　　 26　　　1　　　△2　　△1 　  建設課土木係欠員補充、公園係とみどりの係を統合

小　　計　　 172　 　　168　　　4　　　△8　　△4

教　　育　　  37　　　 36　　　0　　　△1　　△1 　  学校教育課欠員不補充 

小　　計　　  37　　　 36　　　0　　　△1　　△1

　　　　　　 209　 　　204　　　4　　　△9　　△5

下 水 道　　 　 8　　　 　8　　　0　　　　　0　　　0

そ の 他　　  14　　　 11　　　0　　　△3　　△3 　  受託水道事業を東京都へ返還したため下水道課水道管理係を廃止

小　　計　　  22　　　 19　　　0　　　△3　　△3

　　　　　　231　 　　223　　　4  　　△12　　△8

3．職員の服務の状況

5．職員の分限および懲戒処分の状況

町職員の給与等の状況

の状況をお知らせします町職員の給与など人事行政の運営等  の状況をお知らせしますの状況をお知らせします

町職員の給与など人事行政の運営等の状況をお知らせします

～町ホームページにも

項目を追加して掲載しています～
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（1）人件費の状況 （平成１6年度普通会計決算） （平成１7年度普通会計予算）

（4）職員の初任給の状況

（2）職員給与費の状況

（平成17年4月1日現在）

（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料
 　 月額の状況 （平成１7年4月1日現在）

（3）職員の平均給料・給与月額および平均年齢の状況
（平成17年４月１日現在）

（5）一般行政職の級別職員数の状況

（７）職員手当の状況

（平成１7年4月1日現在）

（平成１6年度支給割合）○期末・勤勉手当

（平成16年度決算）
○時間外勤務手当

（注） 1.給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です｡
  　　2.職務内容とは､それぞれの級に該当する代表的な職名です｡

（注）1.職員手当には退職手当は含みません｡
　　 2.給与費は当初予算に計上された額です｡

区　分
一般行政職 技能労務職 区  分

瑞穂町

区　分

一　般
行政職

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

東京都 国

 　 人
33,899

千円
12,822,100

千円
190,552

千円
2,073,951 17.5%16.2%

千円
848,475

千円
373,568

千円
209,523

千円
1,431,566

千円
6,983205人

405,854円

474,765円

370,775円

334,443円

408,969円

432,513円

340,231円

361,472円

40歳5月

43歳4月

区　分
職務内容

構成比

主事補

3.9%

主事

13.4%

主任

41.3%

係長

27.9%

課長補佐

3.4%

課長
1級 2級 3級 4級 5級 6級 計

10.1%
職員数 7人 24人 74人 50人 6人 18人 179人

100.0%
前年の職員数 1人 29人 79人 51人 5人 19人 184人

173,300

148,600

285,500円

238,200円

329,300円

294,500円

385,500円

337,600円

195,100

159,200

179,800

144,000

203,600

153,300

蠢種 179,800
蠡種 170,700
138,800

198,600
184,400
148,500

54歳4月

46歳10月

人 口 職員数
(A)

給 与 費 1人当たり
給与費
（B/A）給 料

初任給 初任給 初任給採用2年経過 採用2年経過 採用2年経過
給料月額 給与月額 年  齢 給料月額 給与月額 年  齢

期末・勤勉
手当 職員手当 計（B）

歳出額（A) 実質収支 人件費（B） 人件費率
（B/A）

平成15年度の
人件費率

区　分

 6月期

瑞穂町

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

東京都 国

12月期

3月期
合　計

職制上の段階､職務の
級等による加算措置

1.45月分 0.60月分

1.55月分

4.40月分

有

4.40月分

有

4.40月分

有

0.25月分

0.55月分

1.60月分 0.45月分

1.65月分

0.25月分

0.45月分

1.40月分 0.70月分

1.60月分 0.70月分

支 給 総 額

（単位：円）

（注）1.人口は平成17年4月1日現在です。
　　  2.人件費には､特別職に支給される給料・報酬等を含みます。

（注）経験年数とは､卒業後直ちに採用され引き続き勤務した採用後 
　　 の年数です｡

（平成17年4月1日現在）○扶養手当・住居手当・通勤手当（月額）
区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

瑞 穂 町支給内容 東 京 都 国
配偶者

配偶者がない場合の第1子

その他親族2人まで
その他

16歳～22歳の子への加算
自己住宅所有
賃貸住宅

交通機関利用者
交通用具使用者

定期券相当額
通勤距離に応じて支給 通勤距離に応じて支給

15,500円
15,500円

各　6,000円
各　4,000円
各　4,000円

13,500円
11,000円

各　6,000円
各　5,000円
各　5,000円

扶養親族のある場合  9,000円
扶養親族のない場合  8,500円

2,500円
限度額  27,000円

15,500円
15,500円

各　6,000円
各　5,500円
各　4,000円

世帯主（準ずるものを含む）
9,000円

限度額  55,000円
通勤距離に応じて支給
限度額  55,000円

（平成１7年4月1日現在）○調整手当
全地域

10 %

224人（町長、助役、収入役、教育長を含みます）

地域区分により　12～6%

地域区分により　12～0%

426,159円
（平成16年度決算）

支給対象地域

支 給 率

支給対象職員数

東京都の制度

国 の 制 度

職員1人当たり
支 給 年 額

（平成１6年度決算）○特殊勤務手当
区　分

職員全員に占める手当支給職員の割合

支給対象職員1人当たり平均支給年額

手当の種類

支給額の多い手当

多くの職員に支給されている手当
代 表 的な
手当の名称

全 職 種

5.7%

4,576円

10種類

滞納整理および
処分手当

（平成１7年4月1日現在）○退職手当

区  分
瑞穂町 東京都 国

支
給
率

普通退職 勧奨・定年退職 普通退職 勧奨・定年退職 普通退職 勧奨・定年退職
勤続20年  24.25月分 35.00月分  24.50月分 35.00月分  21.00月分  27.30月分
勤続25年  32.50 月分 45.50月分  32.50 月分 45.50月分  33.75月分 42.12月分
勤続35年  49.75月分 59.20月分  49.75月分 59.20月分  47.50月分 59.28月分
最高限度額  59.20 月分 59.20月分  50.00 月分 59.20月分  59.28月分 59.28月分

加算措置 定年前早期退職特例措置
（2～20%加算）

定年前早期退職特例措置（2～20%加算）
消防職加算

定年前早期退職特例措置
（2～20%加算）

退職時の特別昇給 勧奨退職2号給 1号給（公務上の死亡、整理退職等） 1号俸（整理退職等）

1．職員の給与の状況

職員1人当たり
支 給 年 額

47,397千円

234千円

町職員の給与等の状況

町職員の給与など人事行政の運営等 町職員の給与など人事行政の運営等町職員の給与など人事行政の運営等    の状況をお知らせします

町職員の給与など人事行政の運営等の状況をお知らせします

大学卒

高校卒

一
般
行
政
職

大学卒

高校卒

瑞穂町

東京都
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